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１．はじめに
　企業が知的財産を重要な経営戦略の柱に掲げ，政
府も知的財産の推進を積極的に打ち出し「知財立国」
を目指す今，知的財産の専門知識を有する人材の育
成は急務と位置づけられている１。
　知的財産分野の専門的人材には，知的財産関連の
法的な知識の習得が必要なのはもちろん，実務的に
も高度な専門性が要求されるが，知的財産の業界に
おいて，実務としてのウエイトが高いのが特許出願
に係る出願書類（特許請求の範囲，明細書など）の
作成である。
　特許権を含む知的財産権の創造・活用の分野が拡
大しようとしているが，それでも発明の保護を求め
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るための出願書類の作成が知的財産実務の中で大き
な比率と重要性を占めることに変わりない。
　この特許出願書類の中でも「特許請求の範囲」（以
下「クレイム」という）の文書記載が最も重要で，
文書の記載にあたって専門的な手法が要求されると
言える。
　特許法68条本文は「特許権者は，業として特許発
明の実施をする権利を専有する。」と定め，70条１
項は，「特許発明の技術的範囲は，願書に添付した
特許請求の範囲の記載に基づいて定めなければなら
ない。」としている。すなわち，「クレイム」は特許
権の効力範囲を定める基礎であり，「クレイム」に
いかなる内容が記載されているかは特許権侵害の成
否を直接的に左右する。実務上，クレイムの作成が
重要視されるのは当然であろう。
　本稿は，筆者が所属する大学の学科２の講義（特
許出願の実務に関する講義３）で行った「クレイム」
作成の教育実例を紹介するものである。筆者は特許
事務所において過去，特許出願書類の作成に携わっ
た経験があり，それに基づいて講義を行ったもので
あるが，講義の進行にあたって，改めてクレイムの
作成手順を整理した４。講義の実例を紹介するとと
もに，クレイムの作成手順のポイントになると思わ
れる事項も挙げる。
　企業の知的財産部門や特許事務所において，特許
出願の出願書類作成を担当する新任者の教育は重要
課題の一つである。特許出願書類の作成には経験が
必要とばかり，所定の知識を一通り与えたのち，初
めから実際に出願を行う案件について出願書類を作
成させるケースも多い。
　もちろん，作成させた出願書類を経験者がチェッ
クし，修正させてフィードバックするのであるから，
これも実務に即した教育方法の好例の一つである
が，案件によってはクレイムの本来の構造を理解す
るには適さないケースもあるし，発明に係る製品の
具体性に引きずられて，狭い範囲の（あるいは，本
来の特徴をとらえていない）クレイムを作成してし
まうことが習慣化する危険がある。
　新任者に対する教育の初期の段階で，十分に吟味
した題材を用い，広範囲という点に徹したクレイム
作成を経験させれば，後のクレイム作成の能力向上
の過程における思考の適正な方向性を身に付けさせ
ることができるはずである。
　かかる観点から取り組んだのが本稿で取り上げる
講義であり，この講義を紹介しつつクレイム作成の
手順や思考の方向性等も明らかにしたい。
２．前提事項
⑴　講義の最終目標
　講義の最終目標として設定したのは，「文言上，
可能な限り広い範囲のクレイムの作成」である。す
なわち，発明の本質を的確にとらえつつ，その本質
を共通にする多様な後発製品を文言上，範囲に含む
クレイムを文章として作成することであり，この点
を講義の初期段階で受講生に説明し理解させた。
　もっとも，クレイムが文言上，広く記載されてい
ても，明細書による十分な裏付けがなければ特許発
明の技術的範囲は限定解釈される場合があり５，広
範囲のクレイムを作成した次のステップとして，こ
れをしっかり裏付ける明細書の記載が重要になる。
また，出願経過の参酌（禁反言の原則），公知技術
の参酌，クレイムの機能的表現などを理由に技術的
範囲が限定され，特許権侵害の成立が否定されるこ
ともある。
　逆に狭い範囲のクレイムに対し，一定の要件を満
たす場合は均等論が適用され，例外的に侵害事件に
おいて権利侵害の成立が肯定されることがある６。
　このようにクレイムの文言上の範囲だけで，単純
に特許権侵害の成否が決定されるものではなく，明
細書による裏付けや均等論など二次的な要素が侵害
の成否に影響することがあるが，文言に従った判断
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が特許発明の技術的範囲の解釈の基本であり，文言
上，広範囲のクレイムを作成することがより有効な
特許権を得るための出発点であることに変わりな
い。また，発明に係る製品の具体性に惑わされるこ
となく適正なクレイムを作成するためには，できる
だけ広い範囲のクレイムを目指すという発想の下に
クレイム作成に取り組む必要がある。
　したがって，講義の最終目標がぼやけてしまわな
いよう，講義の中でもこれら二次的な要素について
は簡単な説明に止め，受講生には文言上，広範囲の
クレイムを作成するという点を強く意識させた。
　なお，講義全体としてはこの最終目標に従った授
業内容を基幹としたが，適宜，明細書の分かりやす
い記載の重要性や書き方・出願の単一性・クレイム
の機能的表現など，出願書類の作成に関連する内容
をできるだけ授業に盛り込み，補足として説明する
ようにした。
⑵　弁理士法との関係
　クレイムを含む特許出願書類の作成に関する知識
を得たとしても，その知識に基づいて，弁理士資格
を有しない者が他人の依頼に応じて報酬を得て書類
を作成した場合，弁理士法違反になることがある。
したがって，特許出願書類の作成代行を行う場合は
慎重な配慮が必要である点を受講生に説明し理解さ
せた。
　大学に在籍する一般学生は，卒業後，様々な業界
を進路として選択する可能性があり，職種と具体的
状況によっては，特許出願書類の作成が弁理士法に
触れる危険がある。これをふまえて，弁理士の独占
業務の範囲を示したうえ，弁理士でない者の行為が
弁理士法違反になるケースとならないケースを具体
的に示して説明した。
⑶　受講生について
　講義の対象となる受講生は３年生であり，知的財
産についての基礎的な知識は一通り習得し，特許法
におけるクレイムや明細書の法的な位置づけ・重要
性については他の授業ですでに知識を得ている状態
であった。
　また，講義には約10名の受講生が参加した。クレ
イムの作成を指導するのであるから演習に近い形式
の講義にならざるを得ず，対象人数は10名程度が理
想的であると思う。
　なお，受講生からの提出物等を本稿のような形で
公表する点や，公表にあたって提出物の内容に形式
的な修正を加えることがある点については受講生の
承諾を得ている。
３．講義の内容
⑴　概要
　本稿で取り上げる講義は次のような流れで進め
た。
　① クレイムの作成手順についての総論的な説明を
行う。：どのような手順でクレイムを作成する
のかを具体例に基づいて説明する。
　② 特定の教材を本発明・従来技術と仮定した上，
本件発明と従来技術とを説明する。：具体的な
教材を取り上げ，本件発明・従来技術として仮
定し，教材それぞれの製品を実際に見せ，動作
や使用目的などを説明する。
　③ 上記本件発明の効果を確定して提示する。：本
件発明の効果を検討して確定する。
　④ 上記本件発明についてのクレイムを受講生に作
成させる。：一定の期間を与え，①で説明した
作成手順に従って本件発明のクレイムを作成さ
せ，レポートとして期限までに提出させる。
　⑤ 上記本件発明に関する後発製品の提示と受講生
による発表・検討：各受講生に作成したクレイ
ムを発表させるが，その前に本件発明に関する
後発製品（本発明・従来技術に係る製品とは異
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なる製品）として仮定したものを見せ，作成し
たクレイムでこの後発製品を抑えることができ
るか否かも併せて発表させる。
　この中の②～⑤を，教材を変えながら繰り返した
（本稿では紙面の都合もあり，その中の一つの教材
に関する講義を実例として掲げる）。
　ところで，クレイムの作成手順に対する考え方は，
電気，コンピュータソフトウエア，機械，化学など，
発明の技術分野の性質によって異なるが，講義で取
り上げた教材はすべて日用品であり分野としては機
械分野に属するものである。これは，一つには受講
生にとって身近な製品を教材として設定することに
よって，発明内容を容易に理解させ学習意欲を喚起
するというねらいもあったが，機械分野に属する発
明は具体的な機構に特徴を有するものが多いため，
具体的形象から抽象的形象へ観念的に操作できる幅
が大きく，クレイムの文言上の広狭を検討させるの
に適していると考えたからである（クレイムの作成
は，発明に係る具体的な製品を観念的に抽象化し，
上位概念を発見する作業と言える）。
　以下に講義の流れに沿って詳細を説明する。
⑵　クレイムの作成手順についての総論的説明
　講義の中で示したクレイムの作成手順は，まず出
発点として発明の効果を確定し，続いて従来技術を
含まないように注意しながら，効果の共通性を外縁
として発明の構成の本質を抽象化し，必要最小限の
要素を列挙してクレイムの文章を作成するというも
のである。そして，クレイム作成を行うに際しては，
効果を共通にする多様な後発製品を想定し，これら
の後発製品が含まれるか否かを検証すれば，クレイ
ムの範囲を観念的に広げていく手がかりになると説
明した。
　これらの作成手順を，講義の初期の段階で単純な
具体例を用いて受講生に説明し理解させた。具体例
としては，六角形の鉛筆を挙げることができる。断
面形状が円形の鉛筆を従来例とした場合，六角形の
鉛筆の効果は，「転がりにくい」というものであり，
この効果の発見・確定がクレイム作成の出発点と言
える。
　そして，仮にクレイムを「断面形状が六角形の筆
記具」と表現してしまうと，クレイムの範囲が狭す
ぎて「転がりにくい」という発明の効果を共通にす
る五角形や七角形のものが含まれないことになる。
このため，「断面形状が多角形の筆記具」とすると
良いが，これではまだ円形の一部を直線で切り取っ
たような形状のものが含まれない。
　このように，段階的に仮のクレイムを示しながら，
そこに含まれない形態を順次，掲げてクレイムの狭
さを指摘し，構成を抽象化して上位概念を発見する
ということを受講生に具体的にイメージさせた。最
終的には六角形の鉛筆の「転がりにくい」という効
果はなぜ生じるのかという根本を見極め，そこをと
らえて文章化すれば文言上，広範囲のクレイムを作
成できる７。
　六角形の鉛筆について，最終的に筆者が示したク
レイムは「断面形状において，重心から外周までの
距離に，短い部分と長い部分とがあることを特徴と
する筆記具」というものである。
　また，この説明の中で，広範囲のクレイムは概念
を抽象化することによって作成すべきであり，具体
的な製品の形態を列挙するのではないという点，ク
レイムにはその発明を特定するために必要なすべて
の事項を記載すべきという点（特許法36条５項），
従属クレイムを作成することができるという点，メ
インクレイムと従属クレイムとの関係などを受講生
に説明し理解させた。
⑶　テーマとして仮定した本件発明と従来技術の説明
　講義の中では合計４つの教材を扱ったが，２つ目
の教材として，いわゆる「ダブルクリップ」を取り
上げた。ダブルクリップは一般に知られた文具であ
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り，クリップ本体の先端縁に沿って連結部が配置さ
れており，この連結軸を介して操作アームを回動さ
せることで書類の保管に便利なようになっている開
閉型の紙挟みである（図１）８。
　このダブルクリップが現時点で新規であると仮定
して，これを本件発明とする特許出願のクレイムを
各受講生に作成させる。従来技術として設定したの
はクリップ本体と操作アーム部分とが一体となった
クリップ（いわゆる目玉クリップ：図２）で，この
目玉クリップのみが公知の開閉型クリップの形態と
して存在することを前提とした。
⑷　本件発明の効果の確定
　上記本件発明の効果として，「操作部（レバー）
を用いてクリップを容易に開閉動作させることがで
き」かつ「対象物（紙）を挟み込んだ後は操作部（レ
バー）が邪魔にならない」という点を筆者が提示し
て設定した（教材によっては受講生に発明の効果を
考えさせ発表させたこともあった）。なお，発明の
効果は「発明が解決しようとする課題」に対応する
ものであり両者は，表裏の関係にあると考えて良い。
　講義の中では，まず発明の効果の確定がクレイム
作成の出発点であると説明したが，実は発明の効果
とクレイムの範囲とは概念として相互的な依存関係
があり，互いに一方は他方を背景にその概念が決定
されている。この意味では，本件発明についての上
述の効果もダブルクリップのクレイムとして想定で
きる漠然とした内容との間で往復的に思考を働かせ
決定したものと言える。
　発明の効果とクレイムの範囲とは相互的な依存関
係があるとはいえ，発明の効果の文章の方が比較的，
単純であるし，クレイムの文章を模索する際の指針
を定める必要もあって，発明の効果を確定しこれを
クレイム作成手順の出発点と位置づけた。
　そして，受講生に１週間の期間を与え，クレイム
を作成させレポートとして提出させた。クレイムの
作成にあたっては，本件発明の効果を念頭に置き，
この効果を共通にする他の構造のクリップを後発製
品として想定し，これを範囲に含むようなクレイム
を作成するよう指示した。
　また，各受講生の間でクレイムの用語を統一する
ため，クリップの本体部分を「クリップ本体」，レバー
の部分を「操作部」と表現し，レバーの動作につい
て支点・力点・作用点の文言を用いて良いと指示した。
⑸　本件発明に関する後発製品の提示
　各受講生にレポートを提出させ，講義の中で発表
させる直前に，ライバル会社が製造販売したものと
仮定した後発製品を提示し，各製品の動作や構造を
説明した。そして，各自が作成したクレイムで仮に
特許権を取得した場合，クレイムの文言上，後発製
品を権利侵害として抑えることができるか否かにつ
いても併せて発表するよう指示した。
　提示した後発製品Aは，操作アームが反転して90
度方向に収納できるものである（図３）９。操作アー
ムの回転軸がクリップ本体外縁に対して斜めに配置
されており，接続部分のアームの曲がりが工夫され
ていることによって，90度方向に反転するように
なっている。
図１．本件発明と仮定した製品（ダブルクリップ）
図２．従来技術と仮定した製品（目玉クリップ）
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　また，提示した後発製品Ｂも，操作アームが90度
方向に収納できるようになっているが，これは回転
軸がクリップ本体の上面に対し垂直方向に配置され
ている（図４）10。これによって，操作アームはクリッ
プ本体の上面と平行な面に沿って回動する。
　なお，後発製品の提示とともに，次のような参考
製品も紹介した。これはクリップ本体のみで構成さ
れており，操作アームは接続されていない。その代
わり，コインを挿入して填め込むことができる係止
爪が設けられており，コインを操作アームとして機
能させてクリップ本体を開くようになっている（図
５）11。
　ただし，この製品は操作アームが設けられていな
いという点に関しては，本件発明や後発製品Ａ・Ｂ
と比較してやや異質である。このため，受講生には
この参考製品は一応，別発明と考え，クレイムには
含まれていなくても良いと説明した。
　今回の教材に関し，参考製品を含むような文言上，
広範なクレイムを作成することは理論的に可能かも
しれないし，講義の最終目標に照らせば，参考製品
も含むクレイムを受講生に作成させることも考えら
れた。
　しかし，発明の構成要素として操作アームを備え
ているか否かは質的な相違であり，操作の利便性の
点に関しては，参考製品よりも本件発明に係る製品
や後発製品Ａ・Ｂの方が優れていると言える。また，
種々のバリエーションの後発製品を想定してクレイ
ムを作成するとしても，別発明と判断できるものは
除外するという一定の限界・枠組みを意識させるた
め，あえてこの参考製品は別発明と位置付けて受講
生に説明した。
⑹　受講生による作成クレイム
　以下に受講生A・B・Cが提出したクレイム（下
線は筆者が記入）及び筆者が提示した参考クレイム
を示す。
１）受講生Ａによる作成クレイム
　この受講生Ａのクレイムは，連結部の位置を「ク
リップ本体の先端部」（下線部分）に限定しており，
文言上，後発製品Ａは明らかに含まれない。また後
図４．仮定した後発製品Ｂ
図５．参考製品
【請求項１】
　操作部を用いて，対象物を挟み込み保管する
クリップにおいて，
　前記操作部は，クリップ本体の先端部の連結
部を介して動作を行い，クリップ本体先端部を
作用点とするテコの原理を用いてクリップ本体
の開閉動作を行い，
　前記操作部は，対象物の保管を阻害しない位
置へ移動可能である，
　ことを特徴とするクリップ。
図３．仮定した後発製品Ａ
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発製品Ｂも，連結部が先端部にあると言えるか否か
微妙である。少なくともメインクレイムでは連結部
の位置を特定すべきではないであろう。
　また，このクレイムは，操作部が「対象物の保管
を阻害しない位置へ移動可能」としているが（下線
部分），これは「対象物を挟み込んだ後は操作部が
邪魔にならない」という発明の効果そのものであり，
クレイムの内容としては不適切である。
　かりに，発明の効果そのものをクレイムとして記
載することが許されるとすると，当然，効果を共通
にする構成のすべてがクレイムに含まれることにな
るが，構成が明らかでないクレイムに基づいて独占
権たる特許権を付与することは認められない。
　もっとも，発明の効果とほぼ同じ内容をうまく構
成の形に置き換えて表現できれば，文言上，広い範
囲のクレイムを作成するという点に関しては，最も
完成度の高いものになると言える（機能的クレイム
に関する特許性や権利範囲についての限定解釈の問
題が生じる可能性はある）。
２）受講生Ｂによる作成クレイム
　この受講生Ｂのクレイムは，操作部は，「保管位
置において書類を綴じた際…密着する形で書類を保
持する」としている（下線部分）。確かに，本件発
明は連結部（回動軸）がクリップ本体の先端縁に対
応して配置されており，操作部は書類に沿って密着
するように収納される。
　しかし，後発製品Ａ・Ｂは操作部が必ずしも書
類に密着するわけではなく，書類から斜めに浮き上
がった状態で収納される（挟み込む書類等の枚数が
少ない場合，保管位置での操作部の浮き上がりは顕
著になる）。この点，後発製品Ａ・Ｂはこの受講生
Ｂのクレイムに含まれない可能性が高く，文言上，
クレイムの範囲が広いとは言えないと判断できる12。
　なお，「閉じている状態のときは，開閉動作を行
うことができない」（下線部分）というのは，クリッ
プ本体から操作部が突出していないということを表
現したものと思われるが，間接的な言い回しであり
不明瞭である。
３）受講生Ｃによる作成クレイム
　受講生Ｃは，クレイムと共に，クレイムを作成す
るにあたって想定した後発製品の図（図６）も提出
した。
　図中，「垂直回転」（この場合の「垂直」はクリッ
プ本体上面に対する回転軸の配置方向を表している
と考えられる）として示されているのは，後発製品
Ｂと実質的に同じ構造である。また，「押圧移動」
として示されているのは，回転方向を直線方向に置
き換えたものである。いずれも後発製品の想定とし
ては当を得たものと言える。この受講生Ｃが作成し
【請求項１】
　クリップ本体，
　各種媒体の書類等を綴った際に，保管位置と
操作位置を移動可能である，相対する操作部，
　を備えたダブルクリップであって，
　前記操作部は，保管位置において書類を綴じ
た際，挟む状態で綴じ，密着する形で書類を保
持することができ，閉じている状態のときは，
開閉動作を行うことができない，
　ことを特徴とするダブルクリップ。
図６ ．受講生Ｃがクレイム作成に際し
て想定した後発製品の図
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たクレイムは次の通りである。
　操作部が「紙類側へ移動可能」となっているので，
本件発明，後発製品Ａ・Ｂはこのクレイムの範囲に
文言上，含まれると言うことができ，この意味で適
切なクレイムである。
　ただし，発明の効果との関係で言えば，「紙
・
類
・
側
・
へ
・
移動可能」という操作部の移動先に着目するより
も，「クリップ本体から後方に向けての操作部の突
出が解消される」という点に着目した方が文言上，
より広いクレイムが作成できる。操作部を紙類側と
は異なる方向に移動させることによって，クリップ
本体から後方に向けての突出が解消されるような後
発製品が登場した場合，受講生Ｃのクレイムには文
言上，含まれないからである。
４）筆者が最終的に提示した参考クレイム
　各受講生に作成したクレイムを発表させ講義の中
で検討した後，筆者が作成した下記のクレイムを参
考として提示した13。
　この参考クレイムでは，クリップ本体から後方に
向けての操作部の突出が解消されるという点に着目
し，「操作部とクリップ本体との位置関係が，…操
作部の突出長さが減少する状態に変化可能」（下線
部分）としている。
　本件発明や後発製品A，Bも，操作部は移動後も
異なる方向に突出しているが，このクレイムでは「基
準線からの」（下線部分）突出長さを問題としてい
るため，本件発明や後発製品A，Bも文言上この参
考クレイムの範囲に含まれる。
　ところで，「文言上，可能な限り広い範囲のクレ
イムを作成する」という点を追求し，構成の抽象化・
上位概念化を目指すと，上記の下線部分のように，
作用・機能をもって構成を特定するという機能的ク
レイムの形式にたどり着くことがある14。
　機能的表現を用いたクレイムに関しては，発明が
不明確であるとして拒絶理由が通知される危険性や
（特許法36条６項２号），発明の単一性（37条）が否
【請求項１】
　クリップ本体の先端で紙類を統括的に保持す
るダブルクリップにおいて，
　クリップ本体を開放状態にする際，操作部の
操作により，支点を介して連結部が作用点とし
て作用してクリップ本体が開放され，
　紙類が装着された後は，操作部を紙類側へ移
動可能である，
　ことを特徴とするダブルクリップ。
【請求項２】
　請求項１に係るダブルクリップにおいて，
　操作部の移動には，垂直回転又は押圧移動も
含む，
　ことを特徴とするダブルクリップ。
【請求項１】
　開口状態と閉じ状態とに変化する変化動作を
行うことができ，閉じ状態にあるとき，対象物
を挟み込み固定することが可能なクリップ本体，
　クリップ本体に連結されており，クリップ本
体の基準線（クリップ本体の後端）から所定の
突出長さ突出している操作部であって，当該突
出部分に形成される力点に加えられた操作力が，
支点を介して作用点に伝達され，クリップ本体
に変化動作を行わせる操作部（操作アーム），
　を備えたクリップであって，
　操作部は連結部によってクリップ本体に連結
されており，連結部を介して動作することによっ
て，操作部とクリップ本体との位置関係が，基
準線からの操作部の突出長さが減少する状態に
変化可能である，
　ことを特徴とするクリップ。
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定される危険性があり，また想定外の従来技術が引
例となって新規性・進歩性（29条）が否定されるお
それもある。したがって，このような拒絶理由に対
処するため，構成を徐々に具体化・多様化させた段
階的な従属クレイムをツリー状に作成しておくべき
である。
　また，権利成立後，侵害の成否を判断する場面で
は，機能的クレイムに係る特許発明の技術的範囲は，
実施形態に則して限定解釈されるケースがあり15，
文言上，クレイムの範囲に含まれるすべてについて
必ずしも権利の効力が及ぶわけではない。
　もっとも，広範囲の機能的クレイムは，出願公開
後に他社製品の実施を牽制できるという利点を生じ
させる場合がある。
　また，権利成立後，侵害の場面で限定解釈される
にしても，開示された実施形態が基準とされるので
あるから，明細書の中に様々なタイプの具体的な実
施形態をできるだけ豊富に掲げ，クレイムの十分に
裏付けを記載しておけば，権利の効力範囲を広く確
保できる。理想的には，広範なクレイムを作成し，
多層段階的な従属クレイムを設けた上，明細書の中
でクレイムの範囲に対応するすべてのタイプの実施
形態を掲げた特許権が最も強力ということである。
　機能的表現等の手法を用いてでも，文言上の広範
囲という点に徹したクレイム作成を経験すること
で，発明製品の具体性から脱却したクレイム作成の
発想を身につけることができるはずである。
４．講義のまとめと考察
　この講義ではできるだけ多くの教材を取り上げる
ことを優先したため，一つの教材について深く掘り
下げることはできなかった。この点，各受講生に後
発製品として仮定した製品を提示し，クレイムの見
直しを行わせて繰り返しレポートの提出を求めても
良いであろう。
　また，今回の講義では実際に入手できた製品を後
発製品などとして提示したが，関連分野の特許調査
を行い，製品化されていないものであっても題材と
して適当と思われる発明については公報のみを提示
して講義に取り入れることもできる。
　さらに，他の講義形式として，受講生を２チーム
に分け，一方のチームに本件発明に係るクレイムを
作成させ，他方のチームにそれに抵触しないと思わ
れる後発製品を案出させても良い。
　クレイムの作成に関する講義の形式としては様々
なものが考えられるが，クレイムを含む特許出願書
類の作成技術が一応のレベルに達するまでには，そ
れを日常業務とした場合であっても，早くて２～３
年の期間を要すると言われているのであるから，大
学の講義の１科目として限られた時間の中で与えら
れる知識には限界がある。この点，企業の知的財産
部門や特許事務所において，クレイムの作成のみな
らず明細書の記載に関する教育も含め，ある程度，
時間を割くことができるのであれば，さらに踏み込
んだ教育が実施できるはずである。
　講義の教材としては，本講で紹介したダブルク
リップのほか，軸レバーの特殊な構造によってトイ
レットペーパーの着脱を容易にしたトイレットペー
パーホルダー，スクリュー連動式レバーのワイン
オープナー，ゲージパンチを取り上げた。
　また，教材としては他にも，本体と軸とが相対的
に一方向にのみ回転することで，持ち替えることな
く操作可能なラチェット式ドライバー，梃子の原理
を応用して容易にコンセントを取り外すことが可能
なコンセントアダプター，ベルトを加圧して固定す
ることによってベルトに止め穴を設ける必要がない
バックル，針を押し出すレバー部分をスライドさせ
ることによってコンパクトに折りたたむことが可能
なホッチキス等が考えられる。
　もっとも，やみくもに多くの教材を用いれば良い
というものではなく，各教材に応じた具体的な教育
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テーマを設定することも重要である。
　すなわち，クレイムの作成にあたっては，発明の
構成を作用・効果と一応切り離して把握する視点が
必要であるが，これを教育テーマとした教材として
は，上記ラチェット式ドライバーがある。ラチェッ
ト式ドライバーは構造が単純であるため，発明の構
成と，持ち替えることなく操作可能であるという発
明の効果（及びその前段階としての作用）を分離し
て観念することがかえって難しく，この点の視点を
身に付けさせるに適した教材といえる。
　また，複雑な構造の中から発明の構成として必要
不可欠な要素を抽出する思考過程を養うこともクレ
イム作成の講義としては重要であるが，これを教育
テーマとした教材として，上記スクリュー連動式レ
バーのワインオープナー，上記折りたたみ式ホッチ
キスがある。これらは，製品そのものとしては一見
構造が複雑であるため，発明の効果に寄与している
のは具体的にどの要素であるのかを見極めるための
教材としては適切である。
　さらに，クレイムを作成する過程においては，類
似品を想定しつつ，これを思考の補助材料として発
明の本質に迫る必要があるが，このような思考過程
に関する教材として適切なものに，上記折りたたみ
可能なコンセントアダプター，上記ベルトのバック
ル，上記トイレットペーパーホルダー，上記ケージ
パンチ，本稿で詳細に説明したダブルクリップ等が
ある。これらの製品は異なる形態の類似品をいくつ
も思い浮かべることが可能であるため，多方面の視
点から発想を広げる教材として適切である。
５．おわりに
　同じ発明であっても，作成されるクレイムの内容
は作成者ごとに異なる。それだけに，クレイムの
質・その範囲の広狭は，作成者の個人的な能力に負
うところが大きいといえる。この意味で知財立国の
実現は，結局のところ知的財産に携わる人材の個々
の能力をいかにして高めるかに左右されることにな
ろう。
　本稿では，具体的なクレイム作成に関する講義の
実例16を示したが，クレイムの作成手順についての
考え方や講義の進行も含め，これが最良のものとは
思っていない。また，講義内容にも改善すべき点は
多い。それでも，講義の受講生については，一応，
クレイム作成に関する能力をある程度身に付けさせ
ることができたと感じているし，また本稿が企業の
知的財産部門，特許事務所，大学などにおいて，特
にクレイムの記載に関する教育の参考材料の一つに
なればと考えている。
 
１ 　政府の取り組みの下，知的財産戦略本部は2003年に初めて「知的財産の創造，保護及び活用に関する推進計画」
を策定したが，当初から人材の育成は重要項目の一つと位置づけている（同推進計画第５章）．そして，推進計画
は毎年見直しが行われており，2011年６月３日付け「知的財産推進計画2011」でも，グローバル・ネットワーク
時代の新たな挑戦を支える４つの知的財産戦略の中の一つ「知財イノベーション競争戦略」において，「知的財産
戦略を支える人財を育成・確保する」とされており，種々の具体的な施策例が提示されている．
２ 　吉備国際大学（岡山県高梁市），政策マネジメント学部，知的財産マネジメント学科（平成20年４月より国際環
境経営学部，環境経営学科に改組され，同学科内の知的財産経営コースとなった）．
３ 　平成18年度後期に開講された講義であり，筆者を含めて二名の教員で当該講義を分担して担当した．その後，
筆者は同形式・内容の講義を平成23年11月現在まで担当していない．
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４ 　特許請求の範囲の作成手順を整理・考察するにあたって，葛西泰二『特許明細書のクレーム作成マニュアル 
―発明の権利はクレーム作成にかかっている―』（第２版・2002年・工業調査会）を参考にした．
５　東京地判平成10年12月22日判時1674号152頁（磁気リーダー事件）
６　最判平成10年２月24日民集52巻１号113頁・判時1630号32頁・判夕969号105頁（ボールスプライン事件上告審）
７　詳細は，眞島宏明『これからはじめるやさしい知財入門』（2006年・日刊工業新聞社）97頁～ 103頁を参照のこと．
８ 　ダブルクリップの特許は意外に古く，特許第21702号（明治44年10月31日出願，明治45年２月24日特許）である．
本文中の図は同特許公報から抜粋した．
９　実用新案登録第1425378号（実公昭56-31400）．
10　実公昭39-7526．本文中の図は同公報から抜粋した．
11　実開平３-126676．本文中の図は同公報から抜粋した．
12 　操作部が書類に密着する形で収納されるという点を特定しなくても本件発明の効果を導くことができるはずで
あり，この内容は必須の構成ではない．密着する点に関しては従属クレイムを作成し，この従属クレイム特有の
効果として，操作部の浮き上がりを抑え，より確実に収納時の操作部の邪魔を回避できる，という点を掲げれば
良い．
13　本稿の掲載にあたって表現を一部，整理した．
14 　特許庁企画『特許ワークブック 平成12年版 書いてみよう特許明細書出してみよう特許出願−創造的研究成果を
特許に−』（2001年・発明協会）142頁・169頁には，ダブルクリップのクレイムの例として，「【請求項１】断面コ
字状の弾性板製本体の開放両端に，把手部材を回転化の回転可能に取り付けた書類挟みクリップ」が掲載されて
いる．発明の構成を明確にするという点を重視し，構成を具体化したものと思われるが，文言上の範囲という面
だけを考えればクレイムとしてはやや狭すぎる感がある．
15 　「コインロッカー事件」東京地判昭和52年７月22日（昭和50年（ワ）2564号），「ボールベアリング組立装置事件」
東京高判昭和53年12月20日（昭和51年（ネ）783号）など．
16 　なお，大学における特に演習形式の講義では，受講生の積極的な参加が必要不可欠であるが，本稿で紹介した
講義の中では，想定した後発製品を説明するため自身で模型を作成した受講生や，自主的に特許調査を行い製品
についての実際の出願例の情報を提供し，又はテーマに関連するめずらしい構造の製品を講義のために提供して
くれた受講生もいた．受講生全員の協力もあって，一応，全体として当初の講義目標を達成できたのではないか
と感じている．
